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Elastic Lateral Buckling Strength of Wide Flange Steel Beams with Both Beam Ends Partially Stiffened by Longitudinal Stiffeners
FUKUDA Takuto,  MITSUI Kazuya, IKARASHI Kikuo

水平スチフナにより梁両部材端を部分的に補剛した H形断面梁の弾性横座屈耐力

正会員 〇 福田　拓人 *1

同 三井　和也 *2

同 五十嵐　規矩夫 *3

1. 序

　鋼材重量軽減と経済性向上を目的として H形断面梁の
ウェブ板要素の薄肉化が進んでいる．幅厚比の大きいウェ
ブでは局部座屈が発生しやすくなるため，応力が大きい梁
部材の両端を水平スチフナにより部分的に補剛し，局部座
屈の発生を抑制する設計が実施されている 1), 2)．水平スチ
フナは梁部材の構面外方向への剛性を上昇させるため，局
部座屈だけでなく横座屈に対しても発生の抑制効果が期
待できる．本研究では表 1に示すように両部材端を断面内・
構面内方向に対し 2軸対称に，計 4枚の水平スチフナによ
り部分的に補剛した H形断面梁を対象に，水平スチフナ
が H形断面梁の弾性横座屈耐力に与える影響を明らかに
する．また，その弾性座屈耐力の近似評価方法を提案する．
2. エネルギー法に基づく数値解析概要

　表 1にエネルギー法に基づく数値解析で使用する H形
断面梁の解析モデル，記号および座屈変位関数を示す．梁
の両部材端の境界条件は単純支持および固定支持を対象
とする．これら境界条件を満足するウェブとフランジの変
位関数は文献 3)において定義されており，各板要素のひ
ずみエネルギー増分・仕事増分も文献 3)に従うものとす
る．せん断力はウェブのみが負担するものとし，ウェブ内
のせん断応力 τはせん断流れ理論により算定した．水平ス
チフナの変位関数は式 (1)に示すように座屈発生後も曲げ
変形が生じず，ウェブに対して直角を維持するような関数
h iを設定した．これより，水平スチフナのひずみエネル
ギー増分 ΔUhは式 (2)により表現できる．水平スチフナの
寸法の検討範囲は板厚 thとスチフナ半幅 bhがフランジと
同サイズ以下と設定し，補剛位置 dh/bwの検討範囲は 0～ 1，
補剛範囲 lh/Lの検討範囲は0.0～0.5とした．dh/bw = 0はウェ
ブの断面中央に水平スチフナを 2枚，dh/bw= 1はフランジ
と同位置に水平スチフナを補剛することを意味する．lh/L 
= 0.5は材長全体にわたり補剛することを意味する．
3. 水平スチフナにより補剛した梁部材の横座屈耐力

3.1. 材長全体にわたり補剛した梁部材

　エネルギー法に基づき，材長全体にわたり水平スチフナ
により補剛した場合 (lh/L = 0.5)の弾性横座屈耐力について
検討を行う．図 1に補剛位置の変化が弾性横座屈耐力に及
ぼす影響を示す．弾性横座屈耐力はウェブ座屈係数 kwに
変換した値をプロットしている．無補剛の梁部材に比較
し，水平スチフナを補剛することにより横座屈耐力が上昇
している．補剛位置が中立軸から離れるほどスチフナ補剛
による捩れ剛性が大きくなるため補剛効果が大きくなる．
　水平スチフナにより材長全体にわたり補剛した場合の
弾性横座屈耐力 M*

cr0の評価を行う．材長全体にわたり補
剛した梁部材に捩りモーメント MTが作用すると，図 2に

示すフランジとスチフナの曲げ変形に起因するせん断力
Qf, Qhが曲げ捩れモーメント MTW.f, MTW.hを発生させる．こ
れら曲げ捩れモーメントと純捩れモーメント MTSが作用外

図 1 材長全体にわたり補剛した梁部材の弾性横座屈耐力
(a) 両端単純支持 (b) 両端固定支持

表 1  本研究で使用する記号および座屈変位関数
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水平スチフナのひずみエネルギー :
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水平スチフナの検討範囲 : 0 ≤ th/tf ≤ 1,  0 ≤ bh/bf ≤ 1,  0 ≤ dh/bw ≤ 1,  0.0 ≤ lh/L ≤ 0.5
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図 2 水平スチフナにより補剛した H 形断面梁部材の捩り挙動
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力に抵抗するため，式 (3)の釣合式が成り立つ．この釣合
式より，材長全体にわたり水平スチフナにより補剛した梁
部材の曲げねじり定数 Iωは式 (4)と定義できる．定義した
曲げねじり定数と式 (5)に示す算定式 3), 4)を用いて材長全
体補剛時の弾性横座屈耐力 M*

cr0の評価を行う．
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は境界条件によ
る影響係数 4)である．実線および破線で示す式 (5)による
算定結果は両端の境界条件や応力勾配，補剛位置が変化し
た場合でもエネルギー法解析結果と良い対応を示した．
　次にスチフナ剛性と補剛位置に関する検討を行う．フラ
ンジ断面積に対する水平スチフナ断面積比 Ah/Afを一定と
して，水平スチフナの形状を変化させた場合の影響を図
3(a)に示す．横軸である水平スチフナの断面二次モーメン
トに対するねじり定数の比 Jh/Ihの増加に伴い，無補剛時
の横座屈耐力 0kwからの耐力上昇率は低下するため，面外
曲げ剛性を上昇させることが効率的な補剛につながる．た
だし，水平スチフナに局部座屈が生じる可能性があるた
め，水平スチフナの幅厚比はフランジ幅厚比より小さくす
ることが望ましい．補剛位置が耐力上昇率に与える影響を
図 3(b)に示す．図 1と同様に，補剛位置は中立軸より離
れた位置ほど効果的であるといえる．一方で，局部座屈に
対しては必ずしも中立軸より離れた補剛位置が効果的と
は限らないため 2), 5)，横座屈と局部座屈の耐力を最も上昇
させる最適補剛位置が存在すると推定される．
3.2. 梁両部材端を部分的に補剛した梁部材

　図 4に補剛範囲の変化に伴う弾性横座屈耐力への影響を
エネルギー法により求めて示す．補剛範囲の増加により無
補剛時の横座屈耐力 0Mcr0から材長全体補剛時の横座屈耐
力 M*

cr0へと増加しており，両端の境界条件によりその上
昇傾向は異なる．図 5に無拘束時の座屈モードを示す．両
端単純支持の場合，lh/L = 0.1程度までは端部の回転を十分
に拘束できないため，補剛効果の上昇率の傾きは小さい．
一方，両端固定支持の場合，端部の回転が拘束されている
ため，lh/L = 0.1程度であっても上昇率の傾きが大きくなる．
また，図 5より横座屈変形の変位は両端単純支持で 0.31L, 
両端固定支持で 0.36L付近で最大となっており，対応する
図 4の範囲では耐力上昇率の傾きが大きくなっている．い
ずれの境界条件においても，lh/L = 0.25でおおよそ全体補
剛時までの上昇量の 50 %の耐力上昇率が見込める．
　最後に水平スチフナにより梁両部材端を部分的に補剛
した H形断面部材の近似評価を行う．断面積比 Ah/Af，ス
チフナ幅厚比 bh/th，両端の境界条件により補剛による耐力
上昇率にばらつきはあるものの，0Mcr0と M*

cr0の間を直線
的に変化していると仮定する．図 1に示すように弾性横座
屈耐力算定式 (3)とエネルギー法の対応が確認されている
ため，無補剛時の横座屈耐力 0Mcr0と材長全体補剛時の横
座屈耐力 M*

cr0を算出し，補剛範囲 lh/Lと耐力上昇率の線

図 3 スチフナの剛性比と補剛位置による横座屈耐力の上昇率変化

図 4 補剛範囲が横座屈耐力に及ぼす影響

図 5 無補剛時の横座屈性状 (H1200×350×22×32, β= 2, λw = 20)

形関係を利用した近似式 (6)に代入することで，水平スチ
フナにより梁両部材端を部分的に補剛した H形断面部材
の弾性横座屈耐力 Mcr0を求めることができる．

Mcr0 =0 Mcr0 +
2lh

(
M∗

cr0 −0 Mcr0
)

L
Mcr0 =0 Mcr0 +

2lh
(
M∗

cr0 −0 Mcr0
)

L
Mcr0 =0 Mcr0 +

2lh
(
M∗

cr0 −0 Mcr0
)

L
(6)

4. 結

　本研究では梁両部材端を水平スチフナにより部分的に
補剛した場合の影響をエネルギー法に基づき検討した．ま
た，水平スチフナにより材長方向全体にわたり補剛された
H形断面部材の横座屈耐力 M*

cr0の算定式を導出した．梁
両部材端を部分的に補剛した場合の横座屈耐力 Mcr0は全
体にわたり補剛した場合の横座屈耐力と無補剛時の横座
屈耐力 0Mcr0の間を線形的に補完する近似式を提案した．
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